一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会会員の入会及び退会に関する規則
（目的）
第１条　この規則は、一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会（以下「この法人」という。）定款第５条及び第６条の規定に基づき、この法人の会員の入会及び退会に関し、必要な事項を定め、会員の地位の安定を図ることを目的とする。
（会員の種別）
第２条　定款第５条に規定する会員は、次の各号のいずれかに該当する法人又は団体とする。なお、正会員をもって、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員とする。
⑴　正会員　この法人の事業に賛同して入会した大学、企業その他次条に定める入会の基準に基づき理事会が適当と認めた法人
⑵　賛助会員　この法人の目的事業を賛助する法人又は団体
２　正会員及び賛助会員の権利及び義務は、定款に定めるもののほか、別表のとおりとする。
（入会手続）
第３条　この法人の正会員又は賛助会員になろうとする法人又は団体は、入会申込書（第１号様式）に、法人又は団体にあっては当該法人又は団体の登記事項証明書（法人格なき団体にあっては、これに代わってその資格を明らかにできる書面）等を添付して、この法人に提出しなければならない。ただし、代表理事（会長）が必要と認めたときは、添付書類の一部又は全部を省略することができる。
２　この法人への入会の可否は、次に掲げる基準を基に理事会において決定する。
⑴　この法人の正会員になろうとする法人又は団体については、以下の基準とする。

①　この法人の目的に賛同し、この法人が行う事業を主体的に担い、意思決定を行う法人又は団体であること
②　第２条に定める正会員の義務を果たす体制が整っていると認められる法人又は団体であること
③　この法人の正会員になろうとする法人又は団体が大学である場合においては、定款第４条に定める事業を実施するため、イノベーション促進人材となりうる学生を継続的に派遣する体制が整っていると認められる大学であること
④　この法人の正会員になろうとする法人又は団体が株式会社その他の営利法人（以下「企業等」という。）である場合においては、イノベーション促進人材育成のためのプログラムを継続的に提供する体制が整っていると認められる企業等であること
⑤　その他入会申込書及び添付された関係書類等から、正会員としてふさわしいものと認められる法人又は団体であること
　⑵　この法人の賛助会員になろうとする法人又は団体については、以下の基準とする。

　　①　この法人の目的及び事業に賛同する法人又は団体であること

　　②　その他入会申込書及び添付された関係書類等から、賛助会員としてふさわしいものと認められる法人又は団体であること
３　代表理事（会長）は、理事会において入会の可否を決定したときは、入会決定通知書（第２号様式）により、入会申込者に通知しなければならない。

（届出事項の変更）

第４条　会員は、入会申込書の記載事項に変更があったときは、会長に対し、その変更の内容を届出事項変更届（第３号様式）にて速やかに届け出なければならない。
（会員名簿）
第５条　入会者は、会員の種別ごとに会員名簿（第４号様式）に登録する。
（入会金及び会費）
第６条　入会金及び会費の金額及び納期並びに減免に関する扱いについては、社員総会の決議により定める会費等に関する規則によるものとする。

（退会）
第７条　会員は、退会届（第５号様式）を提出して、任意に退会することができる。

２　前項の規定により会員が退会したときは、会員名簿の登録を抹消する。

３　定款第９条の規定により、退会以外の事由により会員の資格を喪失した場合については、前項と同様に会員名簿の登録を抹消する。
（再入会）
第８条　過去にこの法人の会員であった者で再入会を希望する場合には、第３条の規定を準用する。ただし、退会の際未納の会費がある場合には、当該未納会費を納入しない限り、再入会は認めないものとする。
（補則）
第９条　この規則に定めるものほか、必要な事項は代表理事（会長）が別に定める。
附　則

　この規則は、一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会の設立の登記の日（平成２６年１月２０日）から施行する。
別表（第２条関係）

会員の権利及び義務

	
	正会員
	賛助会員

	①総会の議決権
	有
	無

	②ＷＧ活動
	必須（１つ以上）
	オンラインシステムＷＧのみ傍聴可

	③オンラインシステムの閲覧
	制限なし
	制限有り（各企業が提供するインターンシップのテーマや各大学の学生情報へのアクセス不可）

	④オンラインシステムへの登録（インターンシップの受入れ、送り出し）
	可
	不可

	⑤契約書雛形の利用
	可
	可

	⑥ガイドラインの利用
	可
	可

	⑦協議会主催の勉強会、交流会等への参加
	可
	可（年間の回数制限有り）


以上

第１号様式（第３条関係）
一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会 入会申込書
平成○○年○○月○○日

一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会 会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　法人の長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　○○○法人は、一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会の趣旨に賛同し、下記のとおり入会したいので、承認くださるよう申請します。
　なお、貴一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会から本○○○法人に対する以下の項目に係る通知については、「連絡用メールアドレス」宛に電子メールで通知することを承諾します。
１　定款に定める総会の招集通知
２　定款に定める総会の議事の要領及び議決した事項の通知
３　その他一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会からの各種の通知
記
	区　　分
	内　　　容

	参加機関
	所　在　地
	〒　　　-　


	
	名　　　称
	

	会員種別
	正会員・賛助会員

	事務担当者
	所属、職名
	

	
	氏　　　名
	

	
	電話・FAX
	

	連絡用メールアドレス
	

	入会時期
	平成○○年○○月

	ホームページURL
	


（第１号様式 入会申込書 別紙）【正会員を希望する場合】
　下記の各事項につきご記載願います。（全２ページ以内）
１．ワーキンググループ（WG）への参加について
　●希望WG
　（企画運営WG・インターンシップ推進WG・オンラインシステムWG）※２つを選択

　●委員として派遣可能な担当者　※２名まで
　（氏名）

　（所属）

　（電話番号）

　（メールアドレス）

２．中長期研究型インターンシップの受入／派遣実績（実績が無い場合は空欄で結構です）
３．中長期研究型インターンシップの準備状況（図等による説明を推奨します）
【申込者が企業等の場合】※機密に抵触しない範囲で結構です
　●提供可能な中長期研究型インターンシッププログラム（原則２ヶ月以上）の概要
※課題抽出→課題解決に向けた仮説の設定→課題解決するための方法論の構築→方法論の実証・検証→新たな課題の発見、などのイノベーションプロセスが十分に考慮されていること。
　●受入れ希望人数（修士：　　　　人、博士：　　　　人）
【申込者が大学等の場合】

　●理系大学院学生数（修士：　　　　人、博士：　　　　人）
　●中長期研究型インターンシップ派遣予定人数（修士：　　　　人、博士：　　　　人）

　●学内実施体制（担当部局、人員規模、実施中の関連事業、単位との関係など）
第２号様式（第３条関係）
一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会入会決定通知書

　貴団体（貴社）は、本会の正会員（賛助会員）として、入会が認められたので通知いたします。

　　　平成　　年　　月　　日

一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会
 　　　　　代表理事（会長）　北野　正雄　　　　㊞
氏名（法人名・代表者名）　　　　　　　殿
（注）入会が認められなかった場合も本様式に準じて通知書を作成すること。
第３号様式（第４条関係）
一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会届出事項変更届

　私（弊社）は、貴会に届け出た事項を次のとおり変更したいので届け出ます。
	変更したい事項
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	


氏名（法人名・代表者名）　　　　　　　㊞

　　
一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会
　　　　　　代表理事（会長）　北野　正雄　殿
第４号様式（第５条関係）

一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会会員名簿
	会員
種別
	入　会
年月日
	会　　員　　名
	上段・住所又は所在地

下段・担当者電話番号及び連絡先メールアドレス
	退　会

年月日
	摘要

	
	
	法人名
	上段・代表者名

下段・担当者名
	
	
	

	
	・ ・
	
	
	
	・ ・
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）
１．会員種別は、正会員、賛助会員等の区別を記入する。

２．摘要欄は、退会事由その他必要な事項を記入する。
第５号様式（第７条関係）

一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会退会届

　私（弊社）は、貴会の正会員（特別会員・賛助会員）を退会したいので届け出ます。
　　退会予定期日　平成　　年　　月　　日

　　平成　　年　　月　　日
氏名（法人名・代表者名）　　　　　　　㊞

　　
一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会
　　　　　　代表理事（会長）　北野　正雄　殿
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